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特殊消防用設備等と総務大臣の認定
超高層ビル、巨大複合建築物、大空間を有する
建築物等で、現行の消防用設備等の技術上の基準
では想定していないようなものを建築する場合に
は、その防火安全性を確保するため、「通常用いら
れる消防用設備等」の基準に適合しない「特殊の消
防用設備等その他の設備等」で、その性能を判断す
るのに必要な消防法施行令（以下「消令」）第29条
の４第１項の規定に基づく省令が定められていない
ものを設置したい、というニーズが生ずる可能性が
ある。これらについても、必要な「性能」を有する
ものについては円滑に設置を認めていくことが必要
であるため、消防法の性能規定化の一環として、消
防法第17条第３項に基づく総務大臣認定制度が
設けられた。
これは、一般的な審査基準が確立されていない

「特殊の消防用設備等その他の設備等（以下「特殊
消防用設備等」）を設置しようとする場合には、防
火対象物ごとに、高度な技術的識見を有する性能
評価機関（日本消防検定協会又は登録検定機関）の
評価結果に基づき、総務大臣がその性能を審査し、
必要な性能を有するものについては円滑に設置でき
るようにする途（ルートC）を開くとともに、これに
より総務大臣に技術的知見を蓄積し、同種の設備
が一般的になった場合には、消令第29条の４第１
項の規定に基づく省令を定める（ルートB）ことに繋
げることにより、消防長等が円滑、的確にこの種の
消防用設備等の設置を認めることができるようにし
ようとするものである。
「特殊消防用設備等」については、消令第29条
の４第１項の規定に基づく設備等と同様、「通常用
いられる消防用設備等」と同等の地位（表１参照）

が与えられるほか、
①検定制度の適用除外（消令第37条）
②�点検報告制度の特例（消防法施行規則（以下「消
則」）第31条の６第２項及び第３項並びに平成16
年（2004）消防庁告示第９号（以下「告示９号」）
という２つの措置を講じて、特殊消防用設備等の
導入の円滑化に配慮するとともに、このジャンルに
おける技術開発を促進しようと企図している。
 

設備等設置維持計画
消防法第17条第１項の関係者は、「通常用いら
れる消防用設備等」に代えて、総務大臣が「必要と
される防火安全性能」を有すると認める「特殊消防
用設備等」を用いることができるとされているが、
この総務大臣の認定の際に不可欠なものとして位
置づけられているのが「設備等設置維持計画」であ
る（消防法第17条第３項）。
「特殊消防用設備等」は、「通常用いられる消防
用設備等」の延長上にあるものもあるかもしれない
が、これまでの消防用設備等とは全く異なる種類の
ものである可能性もある。このような「特殊消防用
設備等」を、どのような防火対象物に、どのように
設置し、どのように維持管理していくか、というこ
とは、「特殊消防用設備等」の有する防火安全性能
についての判断に不可欠ではあるが、あらかじめ基
準として定めておくことはできない。
このため、「特殊消防用設備等」を設置しようと

する防火対象物の関係者は、自ら当該設備の設置
及び維持に関する計画（設備等設置維持計画）を作
成することとされており、総務大臣の認定の際には、
当該設備が「設備等設置維持計画」に従って設置
し、及び維持されることが前提となっている（消防

本稿では、ルートＣについてその意図や仕組みを解説するとともに、ルートCと消防法施行令
第32条との関係、ルートCの創設に伴って改正された消防設備士制度や消防設備点検資格者
制度、検定制度、遡及適用などの諸制度について、その企図したところを解説する。

東京理科大学大学院国際火災科学研究科教授 小林恭一 博士（工学）［第61回］

た（消防法第17条３の３）。
特殊消防用設備等の場合は、点検の方法を簡略

化したり点検期間を延長したりすること自体を大き
な目的として開発される場合もありうることから、
点検・報告の期間については、前述のとおり、防火
対象物の関係者が作成する「設備等設置維持計画」
に定めるところによることとされている（消則第31
条の６第２項、第３項及び告示９号）。
また、特殊消防用設備等に係る点検方法につい

ては、同様に「設備等設置維持計画」によるものと
し、点検報告書の様式についても、通常の報告書の
様式に「設備等設置維持計画」で定める点検表を
添付して行うこととされている（告示９号）。
さらに、特殊消防用設備等の点検の十全を期す

るため、消防用設備等の点検資格者制度に「特種」
という資格の種類が新設された。この結果、特殊
消防用設備等の点検を行うことができる者は、「特
種消防設備点検資格者」又は後述の特類の甲種消

法第17条第３項）。日本消防検定協会等が行う性
能評価の際にはこの計画を前提として行うこととさ
れている（消防法第17条の２）。
また、設置時における消防長等への届出及び検

査（消防法第17条の３の２）、点検及び報告（消防
法第17条の３の３、消則第31条の６）、消防長等
の設置維持命令（消防法第17条の４第２項）につ
いては、この「設備等設置維持計画」への適合性の
有無をチェックすることになる。
このように、特殊消防用設備等の設置にあたって

は、その防火安全性能の担保手段として「設備等
設置維持計画」が極めて重要な役割を担っている
ことに留意しなければならない。

点検報告制度の特例と特種消防設備点検資格者
消防用設備等に係る点検、報告制度については、

消防法第17条第１項に基づく消防用設備等と同
様に、特殊消防用設備等についてもその対象とされ

消防法の性能規定化（3）

①設置維持義務（消防法第17条第１項）
②設置時における消防長等への届出及び検査（消防法第17条の３の２）
③点検及び報告義務（消防法第17条の３の３）
④消防長等の設置維持命令（消防法第17条の４）
⑤消防設備士の業務独占（消防法第17条の５）
　�（従来から消防設備士の業務独占の対象となっている消防用設備等に類するものとして消防庁
長官が定めるものに限る。（消令第36条の２第１項及び第２項））
⑥�甲種消防設備士の業務独占対象消防用設備等に係る工事着手の届出（消防法第17条の14）
⑦消防長等の設備等技術基準適合検査義務（消則第31条の３第２項）
⑧�認定消防用設備等にかかる設備等技術基準適合検査の省略（消則第31条の３第３項）
⑨登録認定機関による消防用設備等の認定（消則第31条の４）

表１  「必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等」が「通常用いられる消防用設備等」
と同様の「消防用設備等」とされた効果
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優良消防用設備等表彰

高度な消防防災技術の発達、普及を促進し、防火対象物の防火安全性能の向上に資すること

消消防防用用設設備備等等、、特特殊殊消消防防用用設設備備等等そそのの他他ここれれららにに類類すするるもものの

年度 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

件数 12 3 2 1 2 3 2 4 2 6

 消消防防防防災災技技術術のの高高度度化化にに資資すするるもものの

 火火災災時時のの人人的的対対応応力力のの向向上上にに資資すするるもものの
ソフト対策を有効に機能させるような設備等

 ユユニニババーーササルルデデザザイインンのの推推進進にに資資すするるもものの
火災発生時に、高齢者、障がい者、外国人等の災害弱者に対して、
情報伝達、避難誘導、避難経路等について配慮がなされている設備等

最近10年間の表彰件数

昭和63年度から「優優良良消消防防防防災災シシスステテムム表表彰彰」として開始。
平成16年度から「優優良良消消防防用用設設備備等等表表彰彰」に変更。

昭和63年度から令和２年度までの33年間に、
合合計計221188件件を表彰している。

目目的的

表表彰彰のの対対象象 過過去去のの表表彰彰実実績績

年年
度度防防火火対対象象物物のの名名称称 優優良良消消防防用用設設備備等等のの名名称称

平平
成成
3300
年年
度度

鮎陸運倉庫株式会社
保育所

降下型避難機器（ＵＤＳ）

新梅田シティ
梅田スカイビル

非常用放送の多言語化を支援する
システム

ＪＲさいたま新都心ビル・

ＮＴＴドコモ埼玉ビル

複数の総合操作盤を用いて建物の
接続階等における火災に関する
情報を相互に伝達する設備

東京ビッグサイト
東新展示棟

大空間自然排煙設備

令令
和和
元元
年年
度度

丸の内二重橋ビル
NFシステム

消火システムＮＮ１００－２Ｍ

MARK IS 福岡ももち
シネマ及び劇場を含む大規模商業

施設の避難誘導システム

年年
度度防防火火対対象象物物のの名名称称 優優良良消消防防用用設設備備等等のの名名称称

令令
和和
２２
年年
度度

ASKUL三芳センター
（LOGI’Q三芳）

「大規模倉庫における消防活動支援対策
ガイドライン」を踏まえた防火安全対策が

講じられた大規模倉庫

福岡空港国内線ビル

火災に関する情報を相互に伝達する機能を
有する複数の総合操作盤を用いた設備

用途、管理形態及び避難誘導を考慮した音声
警報によるきめ細やかな放送を行う放送設備

福岡空港国内線ビル 大空間における排煙設備

有明アリーナ 大空間自然給排煙設備

有明ガーデン
（モール、シアター・ホテル・

モール＆スパ）

火災に関する情報を相互に伝達する機能を
有する複数の総合操作盤を用いた設備

用途、管理形態及び避難誘導を考慮した音声
警報によるきめ細やかな放送を行う放送設備

S・LOGi 新座 West
早期火災検知システム

（火災検知＠Shimz.AI.evo）

近近年年のの表表彰彰

（図１） （総務省消防庁予防課作成）
防法第21条の２に基づく検定制度だった。「予想
しない特殊の消防用設備等その他の設備」の一部
又は全部が「検定対象機械器具等」に該当する場
合には、これらが総務省令で定める検定対象機械
器具等に係る技術上の規格（以下「規格省令」）に適
合していなければ使用できないこととされており、
かつ、消防法第21条の２に係る規定は、消令第
32条に基づき適用しないことができる「この節（令
第２章第３節）の規定」の範囲外だからである。
このため、それぞれの消防用設備等の規格省令に

特例条項（例：消火器の技術上の規格を定める省令
第53条など）を設け、規格省令に適合しないがこ
れと同等以上の性能を有すると認められるものにつ
いては、総務大臣がそのための専用の基準を作成し
て検定することとして弾力化が図られた（昭和62
年（1987）／ 本誌拙稿第59回 消防法の性能規
定化（1）参照）。しかし、この仕組みは、総務大臣
による「型式承認」や日本消防検定協会による「個
別検定」などの枠組み内での弾力化であったため、
工事日程が詰まっている具体的な防火対象物に設
置する場合などには、手続に時間と労力がかかるこ
となどから不評だった。
このため、性能規定化に係る一連の改正の一環と

して、消令第37条が改正され、「（消防）法第17条
第３項の規定による認定を受けた特殊消防用設備
等の部分であるもの」については、日本消防検定協
会等の性能評価を踏まえて総務大臣が認定するこ
とによりその防火安全性能が確認されることから、
検定対象機械器具等の範囲から除くこととされた。

特殊消防用設備等と遡及適用
既存の特定防火対象物における消防用設備等に対

する消防法第17条の２の５第２項第４号に基づく
遡及適用の規定は、「特殊消防用設備等」については
適用されない。遡及適用対象とするには、同号に「消
防法第17条第３項の特殊消防用設備等」を列記す
る必要があるのだが、性能規定化に係る一連の改正
の際に、これを列記しないこととしたのである。
これは、消防法第17条の２の５第２項第４号

い、火災時に的確に対応するには、通常の警報設備
等では十分ではないため、防火対象物の規模、構造、
複合化の状況、利用形態、利用時間帯等、個々の防
火対象物の実態に応じて、総合操作盤を中心とし
た総合消防防災システムが設置されることが多い。
総合消防防災システムについては、「消防防災シ

ステムのインテリジェント化推進要綱」（昭和61年
（1986）消防予第171号）による技術的知見を踏ま
え、平成９年（1997）に「総合消防防災システムガ
イドライン」（平成９年（1997）消防予第148号）と
して示されている。
しかしながら、総合消防防災システムが、設置さ

れる防火対象物の状況に応じて的確に機能するか
どうかについては、現在のところ一般的な判断基準
を示すことは困難であるため、当該防火対象物の構
造特性に応じた火災性状を前提として、ハード面と
ソフト面を総合した火災対応の内容、火災に関す
る情報処理・伝達システムに係るアルゴリズム等に

防設備士に限られることになる（平成16年（2004）
消防庁告示第10号）。

甲種特類消防設備士
消防法第17条の５の消防用設備等の工事又は
整備に係る業務独占については、「設備等設置維持
計画に従って設置しなければならない特殊消防用
設備等」もその対象とされた（同条第２号）。これ
により、特殊消防用設備等の工事又は整備のうち、
従来から消防設備士の業務独占の対象となってい
る消防用設備等に類するものについては、案件ごと
に消防庁長官が業務独占の対象として定めていく
ことになる（消令第36条の２第１項）。
また、特殊消防用設備等の工事又は整備を行う
消防設備士については、新たに「特類」というジャ
ンルが新設された（消則第33条の３）。この結果、
特殊消防用設備等のうち、消防設備士の業務独占
の対象とされたものについては、「特類」の甲種消
防設備士の資格を有する者でなければ工事又は整
備を行ってはならないことになった。
特殊消防用設備等は、従来の消防用設備等の概
念を超えた高度な技術を用いたものであることが期
待され、実際にも、様々な設備や建築構造の組み合
わせによって必要な防火安全性能を満たそうとする
ことが予想されることから、「特類」の甲種消防設
備士は消火設備系（第１類～第３類のいずれか一つ
以上）、情報設備系（第４類）及び機械設備系（第５
類）という３種類全ての消防設備士の資格を有して
いなければ受験できないこととされた（消則第33条
の８第２項）。
したがって、甲種特類の消防設備士は、３種類の
甲種消防設備士の資格を有する上に特類の資格を
有する「スーパー消防設備士」的な性格を持つこと
になる。

検定制度の適用除外
消防長等が消令第32条を適用して「予想しない
特殊の消防用設備等その他の設備」の設置を認め
ようとする場合に、大きな障害となっていたのが消

の規定が、消防用設備等にかかる技術上の基準の
整備が十分でなかった時代（昭和49年（1974））に、
大阪市千日デパートビル火災（昭和47年（1972）、
118人死亡）、熊本市大洋デパート火災（昭和48
年（1973）、100人死亡）などの多数の死者を伴う
火災を契機として強化された消防用設備等の規制
を、既存の防火対象物にも遡及的に設置させるこ
とを主な目的として制定されたものであり、一方、
特殊消防用設備等については、その防火安全性能
について、高度な識見を有する日本消防検定協会
又は登録検定機関が性能評価を行い、その結果を
踏まえて総務大臣が認定するものであることから、
両条文の制定趣旨を勘案して遡及適用の対象とし
なかったものである。

消防防災システムの高度化推進要綱
著しく大規模化、高層化、複合化等が進んだ防

火対象物において、適切な火災監視、制御等を行

（総務省消防庁予防課作成）

図１　優良消防用設備等表彰

https://www.fesc119.net/media/20210426More.pdf
https://www.fesc119.net/media/20210426More.pdf
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認められる場合」と、「②通常用いられる消防用設
備等と同等以上の効力があると認められる「予想
しない特殊の消防用設備等その他の設備」を用い
る場合」には、消令第32条を適用して通常の技術
上の基準を適用しないことができることとされてお
り、そのような場合の取扱いについては消防長等に
委ねられていた（本誌拙稿第59回 消防法の性能規
定化（1）表２（再掲）参照）。
消防法に性能規定が導入され、消令第29条の４

に基づく「客観的検証法」ルート（ルートＢ）と消防
法第17条第３項に基づく「総務大臣認定」ルート
（ルートＣ）が創設されると、同様の権限を国と地方
公共団体の双方が行使することは法制上不自然で
あることから、上記②をそのまま存続することは困
難になった。
このため、消令第32条のうち②については削除

することとされたが、残る①が従来のままだと、同
条を適用するには「火災の発生のおそれが著しく少
ないこと」、「延焼のおそれが著しく少ないこと」及
び「火災等の災害による被害を最小限度に止める
ことができること」の３つの要件を満たすことが必
要で、その適用範囲が著しく限定されることとなる。
このため、建物の防火安全性が高まってきている

防用設備等の性能に関する評価を行う機関として
日本消防検定協会と並んで「法人であって総務大
臣の登録を受けたもの」が定められたのも同様の趣
旨に基づくものである。なお、改正法が施行された
平成16年（2004）６月１日に、この性能評価機関
として財団法人（当時）日本消防設備安全センター
が登録された。
また、従来、消防用設備等が設置された場合の

消防長等による設備等技術基準への適合性検査の
簡略化の観点から、消則第31条の４により指定認
定機関による認定制度が設けられていたが、この制
度についても、前述の政府の基本方針を受け、平成
16年（2004）３月26日の消則の改正において、登
録認定機関制度に移行することとされた。

消防法の性能規定化の意義
消防用設備等は、昭和35年（1960）に現行のよ

うな法体系になって以来、その種類、性能等に大き
な変化はなかったが、性能規定の導入により、全く
新しい「消防の用に供する設備等」が積極的に開発
されていく環境が整備された。
「性能規定化」とは、開発者の発想により行われ
た技術開発について、審査する側がその性能を何と
かして判断しなければならない、ということである。
国民の安全に直結するものであるだけに、技術開

発が斬新であればあるほど、判断に費用や時間がか
かるかもしれないが、とにかく、「基準にあっている
から合格、いないから不合格」ではなく、「性能があ
るから合格、ないから不合格」ということになる。
この「性能規定化」により、国民の防火安全水準

を確保しつつできるだけ経済合理性を求める、とい
う政府全体の方針を踏まえた新たな仕組みが構築
された。これにより、消防法が求める性能（安全水
準）を達成するための方法論が多様化して、より経
済性、合理性にすぐれた設備等が用いられるように
なると期待されるのだが、私としては、それにとど
まらず、「性能規定化」を梃子とした新たな消防用
設備等の開発により、建築空間の新たなジャンルの
実現をリードすることなども期待している。

ついての専門的な評価が不可欠である。
このため、平成16年（2004）６月、消防庁次長

から「特殊消防用設備等に係る消防防災システム
の高度化推進要綱」（平成16年（2004）消防予第
66号）が示され、現行の消防法令で予想しない特
殊な技術による消防防災システムや高度な消防防
災システム等で、技術基準が定められていないもの
（複数の総合操作盤を設置する場合なども該当す
る）については、積極的に特殊消防用設備等として
位置づけることにより、消防防災システムの高度化
を促進していくこととされた。
なお、消防防災システムの高度化を促進するため

「消防防災システムのインテリジェント化推進要綱」
とセットで行われていた消防庁長官表彰制度につ
いては、「特殊消防用設備等のうち特に優れたもの
について、年度ごとに表彰する」という形で存続す
ることとされ、（図１）のような実績を上げている。
 
消令第32条の改正
従来、消防長又は消防署長は、「①（個別の）防火
対象物の位置、構造及び設備の状況から判断して、
火災の発生及び延焼のおそれが著しく少なく、かつ、
火災による被害を最小限度に止めることができると

こと、消防法令の適用について防火対象物の実態
に即した柔軟な対応が求められていることなどの状
況を踏まえ、「火災等の災害による被害を最小限度
に止めることができること」が満たされる場合には、
「火災の発生のおそれが著しく少ないこと」又は「延
焼のおそれが著しく少ないこと」のいずれかが満た
されていれば、十分な防火安全性が確保できるもの
と考え、旧消令第32条の「火災の発生及び延焼の
おそれが著しく少な」いという要件が「火災の発生
又は延焼のおそれが著しく少な」いという要件に改
められた。

指定機関から登録機関へ
消防の用に供する機械器具等は、日常的に使用

されることがない一方で、火災時には確実に作動す
ることが求められるものであるため、消令第37条
に定められるものについては、日本消防検定協会又
は総務大臣の指定を受けた者（指定検定機関）によ
る検定制度の対象となっていた（消防法第21条の
２等）。
消防の用に供する機械器具等のうち消令第37条

に定められていないものについても、火災時に確実
に作動しなければならないことは同様であるため、
財団法人（当時）日本消防設備安全センターなどが
認定制度や評定制度を作り、それらの機械器具等
の性能を評価するなどして、消防機関の審査に資す
る仕組みが作られていた。
これらの制度については、「公益法人に対する

行政の関与の在り方の改革実施計画」（平成14年
（2002）３月29日閣議決定）において、「公益法人
が国の代行機関として行う検査・検定等の事務・
事業については、……、国の関与を最小限とし、
……、法令等に明示された一定の要件を備え、かつ、
行政の裁量の余地のない形で国により登録された公
正・中立な第三者機関（登録機関）による検査・検
定等の実施とする。」という政府の基本方針が示さ
れたことを踏まえ、従来の指定検定機関制度は、い
わゆる登録検定機関制度に移行することとされた。
これと並行して、消防法第17条の２で、特殊消

この節の規定は､
消防用設備等について､
消防長（消防本部を置かない市町村においては､市町村長）又は消防署長が､
防火対象物の位置､構造及び設備の状況から判断して､
この節の規定による消防用設備等の基準によらなくとも､
火災の発生及び延焼のおそれが著しく少なく､かつ､
火災等の災害による被害を最少限度に止めることができると認めるとき､
又は
予想しない特殊の消防用設備等その他の設備を用いることにより､
この節の規定による消防用設備等の基準による場合と同等以上の効力があると
認めるとき
においては､適用しない。

表２　消令第32条（平成16（2004）年５月31日まで）

この部分は性能規定化の際に法律に引き上げ
られたため、現行条文にはない。


